
経営者保証ありの既存の借入金（金融機関のプロパー融資も借換対象となります）を
借り換えることができます︕ ※一定の財務条件などを満たす必要があります。

事業承継期の資金調達に幅広く利用
できます︕

M&Aを活用した事業承継を行う場合、
最長で15年の融資が可能です︕
※売却（廃業前提除く）・買収ともに利用可

代表者に就任済/事業を営んでいない
後継者個人が株式や事業用資産を買
い取る資金に対応︕

事業承継に必要な資金を調達できるメニューです
経営者保証不要型・承継前後の個人向け・M&Aなど、様々なニーズに対応しています

信用保証料の事業者負担は 1/3 です︕都の支援

リニューアル

事業承継経営者保証不要型（略称:承継経保）

事業承継一般
（略称:承継一般）

M&A促進
（略称:M&A）

事業承継個人融資型
（略称:承継個人）

新社長に代わって、

認証取得などブランド力向上の資金

資金がほしい。

事 業 承 継 融 資事 業 承 継 融 資

するための費用を調
達したい。

経営者保証不要

幅広いニーズ に対応する M&A に対応する 承継前・後の個人 に対応する

詳しい融資条件・お申込み方法は裏面をご覧ください詳しい融資条件・お申込み方法は裏面をご覧ください
具 体 的 な 資 金 使 途 例

令和6年度 東京都中小企業制度融資のご案内
「東京都中小企業制度融資」では、都内中小企業の皆様の資金繰りを、
様々な優遇メニュー（低金利・信用保証料補助など）で支援しています。



お問い合わせ先 東京都産業労働局金融部金融課
電話 03－5320－4877 〒163-8001 東京都新宿区西新宿 2－8－1　都庁第一本庁舎19階北側

※ 融資のお申し込みは、各金融機関の融資窓口で直接行ってください。

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/       

東京都が、信用保証料の３分の２

事業承継一般 事業承継経営者保証不要型 事業承継個人融資型

（※）個人融資型⑦については、主たる取引関係を有する金融機関での融資の受付が原則です。
（※）保証人は不要となる場合があります。なお、令和6年3月15日から、信用保証料の上乗せにより経営者保証を提供しないことを選択できる保証制度が始まって
　　　　います（資格要件あり）。

※M&A促進では、10年超の融資期間でも、
   左表の7年超10年以内の融資利率を適用
   します。

融 資 条 件 等

印刷物規格表   第４類

印刷番号 （ ５  ） 8 4

■　M&A促進
〇 M&Aにより事業継承に取り組む中小企業の方は、融資限度額2億8,000万円、融資期間15年以内、東京都が信用保証料の3分の2を補助します。

〇 融資対象　①から⑦に該当し、下記の東京商工会議所、東京都商工会連合会、町田商工会議所、（公財）東京都中小企業振興公社の支援を1年
    以内に複数回受け、もしくは、（一社）東京都信用金庫協会及び（一社）東京都信用組合協会の支援を1年以内に受け、その証明を受けた場合、
　 下記の金利より0.2％優遇します。

※

【（公財）東京都中小企業振興公社による支援～事業承継・再生支援事業～】
▶ （公財）東京都中小企業振興公社では、円滑に会社を引き継ぎたい都内中小企業の皆様に向け、専門支援スタッフによる 
  無料相談、計画策定支援を実施しています。
 【お問い合わせ先】（公財）東京都中小企業振興公社　総合支援部　総合支援課　TEL 03-3251-7885
【商工会・商工会議所等と連携した支援～地域持続化支援事業～】
▶  都では、小規模事業者（製造業等20人以下、商業・サービス業5人以下）のみなさま向けに、事業承継や業態転換等の課題 
  に対応する専門家支援のサービスを、各地域の商工会・商工会議所等と連携して実施しています。
    【お問い合わせ先】東京都産業労働局　商工部　地域産業振興課　TEL 03-5320-7885
【（一社）東京都信用金庫協会及び（一社）東京都信用組合協会による支援～地域金融機関による事業承継促進事業～】
▶  地域の金融機関と連携し、専門家を派遣して事業承継に係る課題の洗い出しや解決策の立案、計画の策定などの取組を支援 
  しています。
    【お問い合わせ先】地域金融機関による事業承継促進事業　事務局　TEL 03-6225-2040


